
書式第 12号 (法第 28条関係 )

令和 4年度  事 業 報 告 書

令和 4年 4月 1日 から令和 5年 3月 31日 まで

特定非営利活動法人 和福社会

1 事業の成果
昨年度に引き続き障害者の就労継続支援 B型事業を中心に活動を行い、福祉関係団体等との情報交

換、今後の障害者福祉施策等に関する話し合い等を行なった。
今年度もコロナ禍の影響で、作品の販売ができるイベント等が中止になり、割り箸の封入作業も殆ど無く
なった。

2 事業の実施に関する事項

事業名 内 容 実 施

日 時

実 施

場 所

従事者
の人数

受益対象者
の範囲及び

人   数

支出額

(千円)

就労継続支援
B型事業

ヘルプカー ド封入、パソコ

ン入力、手芸品の作製販売
及び書道等の訓練

月～金

10:00ハV16:00
v *, t>,* lbtr._t 5名 障害者

不特定多数
17,477

情報交換及び
ネットワーク
の構築事業

福祉関係者懇談会

一部zoomで開催
年 3回

小金井市
内の各福
祉施設

1名
障害者及び

高齢者
不特定多数

0

情報交換及び
ネットワーク
の構築事業

特定非営利活動法人
りんくの情報交換

毎月
第3水曜日

18:30～ 20:30

小金井市
楽 2

事務所

1名 障害者
不特定多数

2

就労支援事業

小金井市障害者施設連

絡会『 りんく』福祉売
店共同運営

新庁舎内に福祉売店を

設置することに関 して

市 と協議中
年 3回

1名 0

情報交換及び

ネットワーク

の構築事業

市内の高齢者・障害者・子

育て支援のNPO法 人

一部zoomで開催

3カ月に一度

開催

小金井市
内の各福

祉施設

1名 1

情報交換及び

ネットワーク
の構築事業

市内のNPO法 人の懇親会
一部zoomで開催

3カ月に一度

開催

小金井市
内の各福

祉施設

1名 1

(2)その他の事業

事業名 事 業 内 容 施
時

実

日

施
所

実
場

従事者
の人数

支出額

(千円)



書式第 13号 (法第 28条関係 )

令和4年度 活動計算書 (その他事業が上登場合)

事 業 報 告 用

施設等受入評価益

16,400,542

就労事業収益
事業収益

726,140

給料手当
役員報酬
福利厚生費
法定福利費

10,661,005
0

21,851
2,282,172

0

126,

134,

51,

108

工賃支払費

0

583,464

役員報酬
給料手当
退職給付費
福利厚生費
研修費

用

4,

地代家賃
車両管理費
指導用材料費
行事費
その他の経費 (コ ロナ対策費用、雑費、商店会費、社協特別会費) 52,

1,300,

421,

】  ヨ F・ .1

固定資産死却益
過年度損益修正益

】  ヨ |=|

固
災
渦

員失

『 帽希修正相

〔産売却損

ョ, :饉  rcl_rnl  . . .rn



書式第 15号 (法第 28条関係 )

令和 4年度 貸借対照表

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人和福祉会

科 |=| 金  額 ___型 □ 二 重 量 ___

1

現金預金
未収金

棚卸資産

265,621

車両運搬具
什器備品

0

~ソ
フ ト

借地権

ェ ア

敷金
長期貸付金

【A】 資 産 合 計 ①+② 265,621

未払金

預 り金 115,313

長期借入金
退職給付引当金

177,993
243.170

4,1 1

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B… 2】 536,476



4年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人

重要な会計方針
計算書類の作成は、 2010年 7月 20日  2011年 7月 20日 一部改正NPO法 人会計基準協議会に

よっています。
(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法

(2)固定資産の減価償却の方法

(3)引 当金の計上基準
0退職給付引当金

引当金

(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理

(5)消費税等の会計処理

2.事 業別損益の状況

科 目
詭ヴクB牙製_[拝彗 事 業 事 業 事 業

事業部門計 管理部門 合計

I 経常収益
1・ 受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5.そ の他収益
6.借入金

67,200
2,000

16,410,542
726,140

2,136,808
2.220.200

21.562.890

10,661,005

21,851

2,412,000
126,240
592,558
250,

252,1

8.597.862
21.562.891

経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人件費

給料手当
役員報酬
退職給付費用
福利厚生費
法定福利費
人件費計

(2)その他経費
使用賃借料
旅費交通費
車両管理費
光熱水費
役務費
工賃支払
その他経費計

経常費用計

当期経常増減額

内 容 る浮::ヨ 算 定方 法

3.施 設の提供等の物的サービスの受入の内訳



4 使途等が制約された寄附金等の内訳
使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通りです。
当法人の正味財産は   円ですが、そのうち   円は、下記のように使途が特定されています。
したがって使途が制約されていない正味財産は   円です。

5。 固定資産の増減内訳

6.借 入金の増減内訳

役員及びその近親者 との取引の内容
役員及びその近親者 との取引は以下の通 りです。

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするため
に必要な事項

事業費と管理費の接分方法

７
・

内 容

合計

匪I[]こIttE覆署II科。「 期首取得価額 取 得 減 少

有形固定資産

車両運搬具

什器備品

無形固定資産

投資その他の資産
敷金

合計

000 200 200

科 目

(活動計算書 )

活動計算書計

(貸借対照表)

貸借対照表計

計上 された 及び支配法
内、役員と

の取引

8

その他の事業に係る資産の状況



書式第 17号 (法第 28条関係)

令和 4年度 財産 囲

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人和福社会

コ
ヨ

θ  輌

現金預金
手元現金
普通預金 東日本銀行新小金井支店
普通預金 東京厚生信用組合小平支店
普通預金 JAバンク小金井支店

251,088
1,515

13,018

○○事業未収金
▲▲事業未収金

販売用寄附物品

1台 0

ソフトウェア
オペレーションシステム
文書編集ソフト

○○市事業所

○○市事業所

○○銀行

【A】 資 産 合 計 ①+② 265,621

未払金
0月 分給与
3月 分社会保険料 99,663

源泉徴収税 15,

長期借入金

【B-1】 負 債 合 計 ③+④

115_【11

・115,313

115_31

115,313

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】 150,300



書式第 1号 (法第 10条・第 23条関係 )

役 員 名 簿 (銀名級 び役員のうち報酬を受ける者の名簿)

特定非営利活動法人___重塵廻重L__________

1 確認事項 (法第20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

И以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )

口各役員について、親族の規定に違反 していません。 (法第 21条関係 )

2 役員一覧

役 名
(ど ちらかに○)

(フ リガナ)

報酬の有無
(ど ちらかに○)

役職名等
氏   名

1

⊂菫藝卜監事
クマガイノブヒロ

⌒

有・鯉リ
熊谷信広

2 ⊂亜曇レ監事

ミヤイ トシハル

ノ
~ヽ

有・健リ
宮井敏晴

3 〔望肇レ監事
コバヤシマサノリ ⌒

有・健リ
小林昌紀

4
⌒
ヽ還麟■ 監事

フクダトモユキ

有。①
福田朋幸

Ｅ
Ｕ G巨華)監事

シマダナオト

有①嶋田直人

6 理事く量ョЬ

イシダヨウイチ

′
~ヽ

有鯉り石田陽一

７
〓 理事 。監事 有・無

8 理事・監事 有・無

9 理事 。監事 有・無



書式第4号 (法第 10条・第 28条関係)

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人__菫塵塾L金_______________

氏   名

熊谷信広

2 官井敏晴

3
石田陽一

4 小林昌紀

5
平井容子

6 杉山サ ト

7 陶 芳子

8 嶋田直人

9 杉下裕子

10
森口郁子

11

12


